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国土交通省運輸審議会 

 



 

 

 

 



   

は し が き 

 

 

 平成３１年１月から令和元年６月までの６ヶ月における運輸審議会の業務の概要

を明らかにするため、運輸審議会半年報をここに刊行する。 

 この半年報は、運輸審議会一般規則（昭和２７年運輸省令第８号）第７条の規定に

基づく業務報告書として作成したもので、同期間における運輸審議会の活動概要、事

案等の処理状況、答申書、当審議会の委員の構成等を集録している。 

 この半年報が運輸に関する諸問題の理解の参考になれば幸いである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

- 1 - 
 

 

運輸審議会半年報 

 

平成３１年１月～令和元年６月 

 

 Ⅰ 今期の活動概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

 Ⅱ 運輸審議会審議事案等の処理状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  

 Ⅲ 答申書 

  １ 鉄・軌道 

    平３１第４００１号 相模鉄道株式会社からの鉄道の旅客運賃の上限設定の認可 

              申請について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

  ２ 自動車 

    平３１第５００１号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（札幌交通圏）について ・・・・・・・・・・・８ 

    平３１第５００２号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（新潟交通圏）について ・・・・・・・・・・１３ 

    平３１第５００３号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（大阪市域交通圏）について ・・・・・・・・１８ 

    平３１第５００４号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（広島交通圏）について ・・・・・・・・・・２３ 

    平３１第５００５号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（福岡交通圏）について ・・・・・・・・・・２８ 

    平３１第５００６号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（大分市）について ・・・・・・・・・・・・３３ 

    平３１第５００７号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（鹿児島市）について ・・・・・・・・・・・３８ 

    平３１第５００８号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（富山交通圏）について ・・・・・・・・・・４３ 

    平３１第５００９号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（南多摩交通圏）について ・・・・・・・・・４８ 

    平３１第５０１０号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（京葉交通圏）について ・・・・・・・・・・５３ 

    平３１第５０１１号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（東葛交通圏）について ・・・・・・・・・・５８ 

    平３１第５０１２号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（千葉交通圏）について ・・・・・・・・・・６３ 
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    平３１第５０１３号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（県南中央交通圏）について ・・・・・・・・６８ 

    平３１第５０１４号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（宇都宮交通圏）について ・・・・・・・・・７２ 

    平３１第５０１５号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（久留米市）について ・・・・・・・・・・・７７ 

    平３１第５０１６号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定（北摂 

交通圏）について ・・・・・・・・・・・・・・・・８１ 

 

Ⅵ 説明聴取事案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８６ 

 

 Ⅴ 部会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８６ 

  

 Ⅵ 過去の答申に基づくフォローアップ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８６ 

 

 Ⅶ 報告聴取 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８７ 

 

 Ⅷ 委員の構成等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８８ 
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Ⅰ 今期の活動概要 
 

■ 概 況 

 今期は、審議案件が１７件あり、答申を 

１７件（鉄・軌道１件、自動車１６件）行

った。また、他にも諮問を受けた案件が１

件（鉄・軌道１件）あり、審議を継続して

いる。 

 

１ 審議案件 

○ 鉄・軌道 

 ２月２８日に諮問された相模鉄道株式

会社からの鉄道の旅客運賃の上限設定の

認可申請事案について、３月５日、１２日、

及び２８日、並びに４月１１日及び２３

日に審議の上、同月２５日に認可するこ

とが適当である旨答申した。 

 ５月１５日に諮問された北海道旅客鉄

道株式会社からの鉄道の旅客運賃及び料

金の上限変更認可申請事案について、同

月１６日及び２３日、並びに６月４日及

び６月２０日に審議を行い、その後も審

議を継続している。 

 

○ 自動車 

 １月２３日に諮問された一般乗用旅客

自動車運送事業に係る特定地域の指定の

期限の延長（札幌交通圏、新潟交通圏、大

阪市域交通圏、広島交通圏、福岡交通圏、

大分市及び鹿児島市）事案について、１月

２４日並びに２月１９日及び２１日に審

議の上、同月２６日に指定の期限を延長

することが適当である旨答申した。 

 ４月５日に諮問された一般乗用旅客自

動車運送事業に係る特定地域の指定の期

限の延長（富山交通圏、南多摩交通圏、京

葉交通圏、東葛交通圏、千葉交通圏、県南

中央交通圏、宇都宮交通圏及び久留米市）

及び特定地域の指定（北摂交通圏）事案に

ついて、同月９日及び５月２１日に審議

を行い、６月６日に指定の期限を延長あ

るいは特定地域に指定することが適当で

ある旨答申した。 

 

２ その他案件 

○ 報告聴取 

２７件の案件について報告を聴取した。 
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Ⅱ 運輸審議会審議事案等の処理状況 

平成 31 年 1 月 1 日から  

令和元年 6 月 30 日まで  

１ 事案処理状況  

 

区  分 

 

鉄
・
軌
道 

自

動

車 

航

空 

港

湾 
海

運 

運
輸
安
全 

そ

の

他 

計 

答 申 事 案 件 数 1 16 0 0 0 0 0 17 

 

公聴会開催事案件数  0 0 0 0 0 0 0 0 

意見聴取実施事案件数 0 0 0 0 0 0 0 0 

部会審議事案件 数  0 0 0 0 0 0 0 0 

説 明 聴 取 事 案 件 数 1 0 0 0 0 0 0 1 

事 後 通 知 事 案 件 数 3 0 0 0 0 0 0 3 

 

２ その他の状況 

 鉄
・
軌
道 

自

動

車 

航

空 

港

湾 

海

運 

運
輸
安

全 

そ

の

他 

計 

過 去 の 答 申 に 基 づ く  

フ ォ ロ ー ア ッ プ 件 数  
1 0 0 0 0 1 0 2 

報 告 聴 取 件 数 4 4 2 2 2 0 13 27 

現 地 調 査 件 数 0 0 0 0 0 0 0 0 
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Ⅲ 答申書 
 

１ 鉄・軌道 

○国土交通省告示第 49 号（令和元年 5 月 16 日） 

 

 

国 運 審 第 ２ 号 

平成３１年４月２５日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

相模鉄道株式会社からの鉄道の旅客運賃の 

上限設定の認可申請について 

 

 

平３１第４００１号 

 

 

 平成３１年２月２８日付け国鉄事第３３０号をもって諮問された上記の事案につ

いては、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

相模鉄道株式会社からの申請に係る鉄道の旅客運賃の上限設定については、相鉄・

ＪＲ直通線及び相鉄・東急直通線の開業に伴う資本費コストの回収が完了するまでの

間、相鉄・ＪＲ直通線内の西谷駅から羽沢横浜国大駅までの区間を乗車する場合及び

同区間と他の区間とにまたがって乗車する場合の加算運賃の上限として、次の額を認

可することが適当である。 

 

１．鉄道の普通旅客運賃             ３０円 

２．通勤定期旅客運賃（１ヶ月）    １,１４０円 

３. 通学定期旅客運賃（１ヶ月）       ４３０円 

 

理    由 

 

１．申請者は、神奈川県央部及び横浜市から東京都心への速達性向上、シームレス化

による広域ネットワークの形成、周辺路線の混雑緩和等を図るべく、相鉄線西谷駅

からＪＲ東海道貨物線横浜羽沢駅までの間に、都市鉄道等利便増進法に基づく速達

性向上事業として、整備主体と営業主体を分離する、いわゆる「受益活用型上下分

離方式」により、相鉄・ＪＲ直通線を整備し、２０１９年１１月３０日の開業を予

定している。 

当該事業では、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機構」と

いう。）が鉄道施設の整備を行い、相模鉄道株式会社は、整備主体である機構に施

設使用料を支払うこととなっており、当該施設使用料については、相鉄・ＪＲ直通

線による受益相当額を基に決定することとなっている。 

仮に基本運賃のみによる受益相当額を基に施設使用料を決定した場合、施設使用

料によって賄われる事業資金の償還期間が大幅に延び、都市鉄道等利便増進法第５

条第４項に基づく速達性向上計画の認定基準の一つである「事業の計画が経営上適

切なものであること」を満たさないことから、事業収支の均衡、経営の健全性と利

用者間の負担の公平を図るため、相鉄・ＪＲ直通線に加算運賃を設定するべく、本

申請におよんだものである。 

なお、相鉄・ＪＲ直通線と併せて、相鉄線羽沢横浜国大駅から東急東横線・目黒

線日吉駅までの相鉄・東急直通線も、同じ速達性向上計画として整備を行い、２つ

の直通線は一体の計画として整備されることから、本事案の審議の検討に用いる収

支には、相鉄・東急直通線に係るものも含まれている。相鉄・東急直通線の開業時

期は２０２２年下期とされており、相鉄・ＪＲ直通線と同時期の開業であれば、相

鉄・東急直通線に係る加算運賃についても、本事案と併せて審議するところである。

しかしながら、今般の諮問は、相鉄・ＪＲ直通線に係る加算運賃についてのみであ

ったことから、相鉄・ＪＲ直通線に係る加算運賃についてのみ審議を行った。 
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２．国土交通大臣は、鉄道運送事業者からの旅客運賃等の上限の設定にあたっては、

鉄道事業法第１６条第２項に基づき、当該旅客運賃等の上限による総収入が、能率

的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないものであ

ることを確認の上、鉄道事業法第１６条第１項の認可をするものとされている。ま

た、鉄道の加算運賃については、「加算運賃の終了時期の判断方法と情報提供の方

法について」（平成２５年国鉄事第２３４号）において、加算運賃は、資本費コス

トの回収が完了するまで、その設定を継続することができるものであるとされてい

る。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料、所管局から聴

取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は、次のとおりである。 

  旅客運賃の上限を主文のとおり設定した場合、平年度（原価計算期間）である２

０２０年度から２０２２年度までの３年間の運賃算定の基礎となる適正な総括原

価（能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたもの）は１０，９

１９百万円、総収入は７，８５２百万円と見込まれるので、差引き３，０６７百万

円の不足を生じ、収支率が７１.９％となるものと見込まれる。 

 

４．以上のように、本件申請に係る旅客運賃の上限による総収入が、能率的な経営の

下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないものであるので、本件

申請は上記２．の認可基準に適合するものとして、鉄道事業法第１６条第１項に基

づき、国土交通大臣が本件申請を認可することは適当であると認める。ただし、「加

算運賃の終了時期の判断方法と情報提供の方法について」にあるように、加算運賃

は、主として新規路線の開業等に伴い発生する多額の資本費コストを回収するため

に設定されるものであることから、機構に対して支払う施設使用料を含めた資本費

コストの回収が完了するまでの期間に限る。
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２ 自動車 

○国土交通省告示第 323 号（平成 31 年 3 月 11 日） 

 

 

 

国 運 審 第 ４ ３ 号 

平成３１年２月２６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５００１号 

 

 

 平成３１年１月２３日付け国自旅第２２３号をもって諮問された上記の事案につ

いて審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、札幌交

通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき北海道運輸局長が定める営業区域の

「札幌交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車

運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以下

同じ。）の指定の期限を、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼって平成３０年１

１月１日から平成３３年１０月３１日までの間延長することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、札幌交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タク

シー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該

地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反そ

の他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照

らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な

経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地

域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係

者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進すること

が特に必要であると認めて、平成２７年１０月３１日に、札幌交通圏を平成２７年

１１月１日から平成３０年１０月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、札幌交通圏においては、協議会（法第８条第１項に規

定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年２月２８日に特定地域計画（法第

８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づくタ

クシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めた。 

札幌交通圏は、平成２８年度の輸送実績等によれば、事業環境の改善の兆しが認

められたが、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、

タクシー事業の適正化及び活性化の取組（以下「取組」という。）の実施により事

業環境が改善したかどうかについて判断することが困難であることから、国土交通

大臣は、指定から３年後の年度において明らかになる輸送実績等を踏まえ、事業環

境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年１１月１日

から平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長した。 

しかし、平成２９年度の輸送実績等によれば、取組の実施により札幌交通圏の事

業環境が改善されたとは認められず、国土交通大臣は、取組を今後も安定的に継続

して実施することが必要であると考え、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼっ

て平成３０年１１月１日から平成３３年１０月３１日までの間、特定地域の指定の

期限を延長することを予定している。 
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２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）までの基準（以下「指定基準」という。）に該当しない場合は、

取組の実施により事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度

から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度末日ま

で指定を延長し、さらに、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される

輸送実績等に基づき、指定基準に該当する場合は、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって、３年を超えない範囲で期間を定めて指定を延長することとしてい

る。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  札幌交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年２月２８日に特定地

域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基準】のいずれにも
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該当している。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は３１．９％であり、平成１３年度と比較して１

０．１％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者車両数シェアが５１．３％と１／２以上である。 

 （３）人口が約１９４万人の札幌市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが１１０，８１５，２１５キロであり前年度と比

較して０．２％増加している。 

 （５）平成２９年度の日車営収が３１，２００円であり、平成１３年度と比較して

１７．６％減少している。また、平成２９年度の日車実車キロが８２．３キロ

であり、平成１３年度と比較して２３．３％減少している。 

また、事故発生件数の直近５年間の平均値が１１.７９５件／１００万キロ

で、直近５年間の全国平均値を上回っている。 

 （６）札幌交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多様

な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年１月９日付

けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があっ

た。 

 

４．以上のように、札幌交通圏については、平成２９年度の輸送実績等では、取組に

よる事業環境の改善が認められず、早期の指定解除に向けて、今後も取組を安定的

に継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が札幌交通圏について、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって平成３０年１１月１日から平成３３年１０月３１日までの間、特定地

域の指定の期限を延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

１．国土交通大臣は、今回、当初の指定期限の末日の翌日にさかのぼって指定の期限

を延長した特定地域において、早期の指定解除が実現できるよう、タクシーに係る

各種指標等の改善状況を適時把握するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域

計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対す

る利用者の評価の把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対し

て指導・監督していただきたい。 

  特に、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的な措置であり、その

延長は原則一回限りであるとの理解の下、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の

取組を確実に実施していくことが求められているとの認識を改めて持ち、日車営収

や実働実車率の改善状況が芳しくない場合には、協議会において自ら要因分析を行

い、必要な対策を議論し、地域全体でこれら指標の改善に向けた取組を行うよう、

協議会を指導・監督していただきたい。 

  これらの点を踏まえ、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報

告していただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早期に指定

の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の指定が解除された後においても、事業環境が再び悪

化しないように、引き続き適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を実施する

よう、継続的に協議会を指導・監督していただきたい。
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国 運 審 第 ４ ４ 号 

平成３１年２月２６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５００２号 

 

 

 平成３１年１月２３日付け国自旅第２２３号をもって諮問された上記の事案につ

いて審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、新潟交

通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき北陸信越運輸局長が定める営業区域

の「新潟交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動

車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以

下同じ。）の指定の期限を、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼって平成３０年

８月１日から平成３３年７月３１日までの間延長することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、新潟交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タク

シー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該

地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反そ

の他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照

らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な

経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地

域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係

者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進すること

が特に必要であると認めて、平成２７年７月３１日に、新潟交通圏を平成２７年８

月１日から平成３０年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、新潟交通圏においては、協議会（法第８条第１項に規

定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年６月１３日に特定地域計画（法第

８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づくタ

クシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めた。 

新潟交通圏は、平成２８年度の輸送実績等によれば、事業環境の改善の兆しが認

められたが、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、

タクシー事業の適正化及び活性化の取組（以下「取組」という。）の実施により事

業環境が改善したかどうかについて判断することが困難であることから、国土交通

大臣は、指定から３年後の年度において明らかになる輸送実績等を踏まえ、事業環

境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年８月１日か

ら平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長した。 

しかし、平成２９年度の輸送実績等によれば、取組の実施により新潟交通圏の事

業環境が改善されたとは認められず、国土交通大臣は、取組を今後も安定的に継続

して実施することが必要であると考え、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼっ

て平成３０年８月１日から平成３３年７月３１日までの間、特定地域の指定の期限

を延長することを予定している。 
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２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）までの基準（以下「指定基準」という。）に該当しない場合は、

取組の実施により事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度

から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度末日ま

で指定を延長し、さらに、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される

輸送実績等に基づき、指定基準に該当する場合は、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって、３年を超えない範囲で期間を定めて指定を延長することとしてい

る。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  新潟交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年６月１３日に特定地

域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基準】のいずれにも
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該当している。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は２６．６％であり、平成１３年度と比較して２

５．５％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者車両数シェアは４６．２％と１／３以上であり、

前年度と比較して１２.９ポイント増加している。 

 （３）人口が約７９万人の新潟市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが１７，２２４，９８６キロであり前年度と比較

して０．６％減少している。 

 （５）平成２９年度の日車実車キロが７０．０キロであり、平成１３年度と比較し

て１０．６％減少している。 

 （６）新潟交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多様

な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年１月１５日

付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があっ

た。 

 

４．以上のように、新潟交通圏については、平成２９年度の輸送実績等では、取組に

よる事業環境の改善が認められず、早期の指定解除に向けて、今後も取組を安定的

に継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が新潟交通圏について、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって平成３０年８月１日から平成３３年７月３１日までの間、特定地域の

指定の期限を延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

１．国土交通大臣は、今回、当初の指定期限の末日の翌日にさかのぼって指定の期限

を延長した特定地域において、早期の指定解除が実現できるよう、タクシーに係る

各種指標等の改善状況を適時把握するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域

計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対す

る利用者の評価の把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対し

て指導・監督していただきたい。 

  特に、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的な措置であり、その

延長は原則一回限りであるとの理解の下、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の

取組を確実に実施していくことが求められているとの認識を改めて持ち、日車営収

や実働実車率の改善状況が芳しくない場合には、協議会において自ら要因分析を行

い、必要な対策を議論し、地域全体でこれら指標の改善に向けた取組を行うよう、

協議会を指導・監督していただきたい。 

  これらの点を踏まえ、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報

告していただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早期に指定

の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の指定が解除された後においても、事業環境が再び悪

化しないように、引き続き適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を実施する

よう、継続的に協議会を指導・監督していただきたい。
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国 運 審 第 ４ ５ 号 

平成３１年２月２６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５００３号 

 

 

 平成３１年１月２３日付け国自旅第２２３号をもって諮問された上記の事案につ

いて審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、大阪市

域交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき近畿運輸局長が定める営業区域

の「大阪市域交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客

自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をい

う。以下同じ。）の指定の期限を、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼって平成

３０年１１月１日から平成３３年１０月３１日までの間延長することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、大阪市域交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タ

クシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当

該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反

その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に

照らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全

な経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その

地域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関

係者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進するこ

とが特に必要であると認めて、平成２７年１０月３１日に、大阪市域交通圏を平成

２７年１１月１日から平成３０年１０月３１日までの間、特定地域として指定し

た。 

  特定地域に指定された後、大阪市域交通圏においては、協議会（法第８条第１項

に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年５月８日に特定地域計画（法

第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づく

タクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めた。 

大阪市域交通圏は、平成２８年度の輸送実績等によれば、事業環境の改善の兆し

が認められたが、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したた

め、タクシー事業の適正化及び活性化の取組（以下「取組」という。）の実施によ

り事業環境が改善したかどうかについて判断することが困難であることから、国土

交通大臣は、指定から３年後の年度において明らかになる輸送実績等を踏まえ、事

業環境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年１１月

１日から平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長した。 

しかし、平成２９年度の輸送実績等によれば、取組の実施により大阪市域交通圏

の事業環境が改善されたとは認められず、国土交通大臣は、取組を今後も安定的に

継続して実施することが必要であると考え、当初の指定期間の末日の翌日にさかの

ぼって平成３０年１１月１日から平成３３年１０月３１日までの間、特定地域の指
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定の期限を延長することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）までの基準（以下「指定基準」という。）に該当しない場合は、

取組の実施により事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度

から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度末日ま

で指定を延長し、さらに、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される

輸送実績等に基づき、指定基準に該当する場合は、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって、３年を超えない範囲で期間を定めて指定を延長することとしてい

る。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  大阪市域交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年５月８日に特定
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地域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基準】のいずれに

も該当している。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は２８．６％であり、平成１３年度と比較して１

８．２％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者車両数シェアが５１．５％と１／２以上である。 

 （３）人口が約２７１万人の大阪市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが２６９，６２５，６１７キロであり前年度と比

較して１．０％減少している。 

 （５）法令違反件数の直近５年間の平均値が０．３４６件／１００万キロで、事故

発生件数の直近５年間の平均値が１０．７６６件／１００万キロで、いずれも

直近５年間のそれぞれの全国平均値を上回っている。 

 （６）大阪市域交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の

多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年１月２

２日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告が

あった。 

 

４．以上のように、大阪市域交通圏については、平成２９年度の輸送実績等では、取

組による事業環境の改善が認められず、早期の指定解除に向けて、今後も取組を安

定的に継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が大阪市域交通圏について、当初の指定期間の末日の翌

日にさかのぼって平成３０年１１月１日から平成３３年１０月３１日までの間、特

定地域の指定の期限を延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

１．国土交通大臣は、今回、当初の指定期限の末日の翌日にさかのぼって指定の期限

を延長した特定地域において、早期の指定解除が実現できるよう、タクシーに係る

各種指標等の改善状況を適時把握するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域

計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対す

る利用者の評価の把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対し

て指導・監督していただきたい。 

  特に、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的な措置であり、その

延長は原則一回限りであるとの理解の下、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の

取組を確実に実施していくことが求められているとの認識を改めて持ち、日車営収

や実働実車率の改善状況が芳しくない場合には、協議会において自ら要因分析を行

い、必要な対策を議論し、地域全体でこれら指標の改善に向けた取組を行うよう、

協議会を指導・監督していただきたい。 

  これらの点を踏まえ、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報

告していただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早期に指定

の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の指定が解除された後においても、事業環境が再び悪

化しないように、引き続き適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を実施する

よう、継続的に協議会を指導・監督していただきたい。
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国 運 審 第 ４ ６ 号 

平成３１年２月２６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５００４号 

 

 

 平成３１年１月２３日付け国自旅第２２３号をもって諮問された上記の事案につ

いて審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、広島交

通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき中国運輸局長が定める営業区域の

「広島交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車

運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以下

同じ。）の指定の期限を、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼって平成３０年７

月１日から平成３３年６月３０日までの間延長することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、広島交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タク

シー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該

地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反そ

の他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照

らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な

経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地

域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係

者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進すること

が特に必要であると認めて、平成２７年６月３０日に、広島交通圏を平成２７年７

月１日から平成３０年６月３０日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、広島交通圏においては、協議会（法第８条第１項に規

定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年４月２７日に特定地域計画（法第

８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づくタ

クシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めた。 

広島交通圏は、平成２８年度の輸送実績等によれば、事業環境の改善の兆しが認

められたが、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、

タクシー事業の適正化及び活性化の取組（以下「取組」という。）の実施により事

業環境が改善したかどうかについて判断することが困難であることから、国土交通

大臣は、指定から３年後の年度において明らかになる輸送実績等を踏まえ、事業環

境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年７月１日か

ら平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長した。 

しかし、平成２９年度の輸送実績等によれば、取組の実施により広島交通圏の事

業環境が改善されたとは認められず、国土交通大臣は、取組を今後も安定的に継続

して実施することが必要であると考え、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼっ

て平成３０年７月１日から平成３３年６月３０日までの間、特定地域の指定の期限

を延長することを予定している。 
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２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）までの基準（以下「指定基準」という。）に該当しない場合は、

取組の実施により事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度

から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度末日ま

で指定を延長し、さらに、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される

輸送実績等に基づき、指定基準に該当する場合は、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって、３年を超えない範囲で期間を定めて指定を延長することとしてい

る。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  広島交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年４月２７日に特定地

域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基準】のいずれにも
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該当している。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は２８．２％であり、平成１３年度と比較して２

２．９％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者車両数シェアが６８．６％と１／２以上である。 

 （３）人口が約１１９万人の広島市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが６０，１７９，４９１キロであり前年度と比較

して３．４％減少している。 

 （５）平成２９年度の日車営収が２７，５８０円であり、平成１３年度と比較して

１７．１％減少している。また、平成２９年度の日車実車キロが７８．６キロ

であり、平成１３年度と比較して２１．６％減少している。 

また、法令違反件数の直近５年間の平均値が０．０７３件／１００万キロ

で、事故発生件数の直近５年間の平均値が８．０７８件／１００万キロで、い

ずれも直近５年間のそれぞれの全国平均値を上回っている。 

 （６）広島交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多様

な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年１月１１日

付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があっ

た。 

 

４．以上のように、広島交通圏については、平成２９年度の輸送実績等では、取組に

よる事業環境の改善が認められず、早期の指定解除に向けて、今後も取組を安定的

に継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が広島交通圏について、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって平成３０年７月１日から平成３３年６月３０日までの間、特定地域の

指定の期限を延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

１．国土交通大臣は、今回、当初の指定期限の末日の翌日にさかのぼって指定の期限

を延長した特定地域において、早期の指定解除が実現できるよう、タクシーに係る

各種指標等の改善状況を適時把握するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域

計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対す

る利用者の評価の把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対し

て指導・監督していただきたい。 

  特に、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的な措置であり、その

延長は原則一回限りであるとの理解の下、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の

取組を確実に実施していくことが求められているとの認識を改めて持ち、日車営収

や実働実車率の改善状況が芳しくない場合には、協議会において自ら要因分析を行

い、必要な対策を議論し、地域全体でこれら指標の改善に向けた取組を行うよう、

協議会を指導・監督していただきたい。 

  これらの点を踏まえ、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報

告していただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早期に指定

の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の指定が解除された後においても、事業環境が再び悪

化しないように、引き続き適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を実施する

よう、継続的に協議会を指導・監督していただきたい。 
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国 運 審 第 ４ ７ 号 

平成３１年２月２６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５００５号 

 

 

 平成３１年１月２３日付け国自旅第２２３号をもって諮問された上記の事案につ

いて審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、福岡交

通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき九州運輸局長が定める営業区域の

「福岡交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車

運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以下

同じ。）の指定の期限を、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼって平成３０年１

１月１日から平成３３年１０月３１日までの間延長することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、福岡交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タク

シー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該

地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反そ

の他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照

らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な

経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地

域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係

者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進すること

が特に必要であると認めて、平成２７年１０月３１日に、福岡交通圏を平成２７年

１１月１日から平成３０年１０月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、福岡交通圏においては、協議会（法第８条第１項に規

定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２８年１０月１９日に特定地域計画（法

第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づく

タクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めた。 

福岡交通圏は、平成２８年度の輸送実績等によれば、事業環境の改善の兆しが認

められたが、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、

タクシー事業の適正化及び活性化の取組（以下「取組」という。）の実施により事

業環境が改善したかどうかについて判断することが困難であることから、国土交通

大臣は、指定から３年後の年度において明らかになる輸送実績等を踏まえ、事業環

境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年１１月１日

から平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長した。 

しかし、平成２９年度の輸送実績等によれば、取組の実施により福岡交通圏の事

業環境が改善されたとは認められず、国土交通大臣は、取組を今後も安定的に継続

して実施することが必要であると考え、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼっ

て平成３０年１１月１日から平成３３年１０月３１日までの間、特定地域の指定の

期限を延長することを予定している。 
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２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）までの基準（以下「指定基準」という。）に該当しない場合は、

取組の実施により事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度

から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度末日ま

で指定を延長し、さらに、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される

輸送実績等に基づき、指定基準に該当する場合は、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって、３年を超えない範囲で期間を定めて指定を延長することとしてい

る。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  福岡交通圏は、所管局によると、協議会において平成２８年１０月１９日に特定

地域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基準】のいずれに
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も該当している。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は３１．９％であり、平成１３年度と比較して１

５．８％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者車両数シェアが５８．４％と１／２以上である。 

 （３）人口が約１５７万人の福岡市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが１１７，８３６，７７８キロであり前年度と比

較して１．５％減少している。 

 （５）平成２９年度の日車実車キロが９３．７キロであり、平成１３年度と比較し

て１２．１％減少している。 

 （６）福岡交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多様

な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年１月１１日

付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があっ

た。 

 

４．以上のように、福岡交通圏については、平成２９年度の輸送実績等では、取組に

よる事業環境の改善が認められず、早期の指定解除に向けて、今後も取組を安定的

に継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が福岡交通圏について、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって平成３０年１０月１日から平成３３年１１月３１日までの間、特定地

域の指定の期限を延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

１．国土交通大臣は、今回、当初の指定期限の末日の翌日にさかのぼって指定の期限

を延長した特定地域において、早期の指定解除が実現できるよう、タクシーに係る

各種指標等の改善状況を適時把握するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域

計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対す

る利用者の評価の把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対し

て指導・監督していただきたい。 

  特に、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的な措置であり、その

延長は原則一回限りであるとの理解の下、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の

取組を確実に実施していくことが求められているとの認識を改めて持ち、日車営収

や実働実車率の改善状況が芳しくない場合には、協議会において自ら要因分析を行

い、必要な対策を議論し、地域全体でこれら指標の改善に向けた取組を行うよう、

協議会を指導・監督していただきたい。 

  これらの点を踏まえ、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報

告していただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早期に指定

の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の指定が解除された後においても、事業環境が再び悪

化しないように、引き続き適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を実施する

よう、継続的に協議会を指導・監督していただきたい。
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国 運 審 第 ４ ８ 号 

平成３１年２月２６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５００６号 

 

 

 平成３１年１月２３日付け国自旅第２２３号をもって諮問された上記の事案につ

いて審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、大分市

（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき九州運輸局長が定める営業区域の「大分

市」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に

係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の

指定の期限を、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼって平成３０年７月１日から

平成３３年６月３０日までの間延長することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、大分市における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タクシー

事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該地域

におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反その他

の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照らし

て、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営

を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公

共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の

自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特

に必要であると認めて、平成２７年６月３０日に、大分市を平成２７年７月１日か

ら平成３０年６月３０日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、大分市においては、協議会（法第８条第１項に規定す

る協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年４月４日に特定地域計画（法第８条の

２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づくタクシー

事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めた。 

大分市は、平成２８年度の輸送実績等によれば、事業環境の改善の兆しが認めら

れたが、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、タク

シー事業の適正化及び活性化の取組（以下「取組」という。）の実施により事業環

境が改善したかどうかについて判断することが困難であることから、国土交通大臣

は、指定から３年後の年度において明らかになる輸送実績等を踏まえ、事業環境が

改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年７月１日から平

成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長した。 

しかし、平成２９年度の輸送実績等によれば、取組の実施により大分市の事業環

境が改善されたとは認められず、国土交通大臣は、取組を今後も安定的に継続して

実施することが必要であると考え、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼって平

成３０年７月１日から平成３３年６月３０日までの間、特定地域の指定の期限を延

長することを予定している。 
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２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）までの基準（以下「指定基準」という。）に該当しない場合は、

取組の実施により事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度

から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度末日ま

で指定を延長し、さらに、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される

輸送実績等に基づき、指定基準に該当する場合は、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって、３年を超えない範囲で期間を定めて指定を延長することとしてい

る。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  大分市は、所管局によると、協議会において平成２９年４月４日に特定地域計画

が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基準】のいずれにも該当し
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ている。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は２７．６％であり、平成１３年度と比較して２

６．７％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者車両数シェアが５２．５％と１／２以上である。 

 （３）人口が約４７万人の大分市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが１３，７５９，０４３キロであり前年度と比較

して２．９％減少している。 

 （５）平成２９年度の日車実車キロが６６．６キロであり、平成１３年度と比較し

て１４．１％減少している。 

 （６）大分市における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多様な主

体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年１月１０日付け

で同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があった。 

 

４．以上のように、大分市については、平成２９年度の輸送実績等では、取組による

事業環境の改善が認められず、早期の指定解除に向けて、今後も取組を安定的に継

続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が大分市について、当初の指定期間の末日の翌日にさか

のぼって平成３０年７月１日から平成３３年６月３０日までの間、特定地域の指定

の期限を延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

１．国土交通大臣は、今回、当初の指定期限の末日の翌日にさかのぼって指定の期限

を延長した特定地域において、早期の指定解除が実現できるよう、タクシーに係る

各種指標等の改善状況を適時把握するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域

計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対す

る利用者の評価の把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対し

て指導・監督していただきたい。 

  特に、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的な措置であり、その

延長は原則一回限りであるとの理解の下、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の

取組を確実に実施していくことが求められているとの認識を改めて持ち、日車営収

や実働実車率の改善状況が芳しくない場合には、協議会において自ら要因分析を行

い、必要な対策を議論し、地域全体でこれら指標の改善に向けた取組を行うよう、

協議会を指導・監督していただきたい。 

  これらの点を踏まえ、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報

告していただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早期に指定

の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の指定が解除された後においても、事業環境が再び悪

化しないように、引き続き適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を実施する

よう、継続的に協議会を指導・監督していただきたい。 



 

 

- 38 - 
 

 

 

 

 

 

国 運 審 第 ４ ９ 号 

平成３１年２月２６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５００７号 

 

 

 平成３１年１月２３日付け国自旅第２２３号をもって諮問された上記の事案につ

いて審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、鹿児島

市（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき九州運輸局長が定める営業区域の「鹿

児島市」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車運送事

業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）

の指定の期限を、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼって平成３０年８月１日か

ら平成３３年７月３１日までの間延長することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、鹿児島市における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タクシ

ー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該地

域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反その

他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照ら

して、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な経

営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地域

公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者

の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが

特に必要であると認めて、平成２７年７月３１日に、鹿児島市を平成２７年８月１

日から平成３０年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、鹿児島市においては、協議会（法第８条第１項に規定

する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年１２月１１日に特定地域計画（法第

８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づくタ

クシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めた。 

鹿児島市は、平成２８年度の輸送実績等によれば、事業環境の改善の兆しが認め

られたが、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、タ

クシー事業の適正化及び活性化の取組（以下「取組」という。）の実施により事業

環境が改善したかどうかについて判断することが困難であることから、国土交通大

臣は、指定から３年後の年度において明らかになる輸送実績等を踏まえ、事業環境

が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年８月１日から

平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長した。 

しかし、平成２９年度の輸送実績等によれば、取組の実施により鹿児島市の事業

環境が改善されたとは認められず、国土交通大臣は、取組を今後も安定的に継続し

て実施することが必要であると考え、当初の指定期間の末日の翌日にさかのぼって

平成３０年８月１日から平成３３年７月３１日までの間、特定地域の指定の期限を

延長することを予定している。 
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２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）までの基準（以下「指定基準」という。）に該当しない場合は、

取組の実施により事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度

から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度末日ま

で指定を延長し、さらに、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される

輸送実績等に基づき、指定基準に該当する場合は、当初の指定期間の末日の翌日に

さかのぼって、３年を超えない範囲で期間を定めて指定を延長することとしてい

る。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  鹿児島市は、所管局によると、協議会において平成２９年１２月１１日に特定地

域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基準】のいずれにも
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該当している。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は２３．９％であり、平成１３年度と比較して１

８．５％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者車両数シェアが８４．６％と１／２以上である。 

 （３）人口が約５９万人の鹿児島市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが２０，９１２，８４９キロであり前年度と比較

して１．６％減少している。 

 （５）平成２９年度の日車実車キロが５２．６キロであり、平成１３年度と比較し

て１１．２％減少している。 

 （６）鹿児島市における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多様な

主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年１月１１日付

けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があっ

た。 

 

４．以上のように、鹿児島市については、平成２９年度の輸送実績等では、取組によ

る事業環境の改善が認められず、早期の指定解除に向けて、今後も取組を安定的に

継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が鹿児島市について、当初の指定期間の末日の翌日にさ

かのぼって平成３０年８月１日から平成３３年７月３１日までの間、特定地域の指

定の期限を延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

１．国土交通大臣は、今回、当初の指定期限の末日の翌日にさかのぼって指定の期限

を延長した特定地域において、早期の指定解除が実現できるよう、タクシーに係る

各種指標等の改善状況を適時把握するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域

計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対す

る利用者の評価の把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対し

て指導・監督していただきたい。 

  特に、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的な措置であり、その

延長は原則一回限りであるとの理解の下、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の

取組を確実に実施していくことが求められているとの認識を改めて持ち、日車営収

や実働実車率の改善状況が芳しくない場合には、協議会において自ら要因分析を行

い、必要な対策を議論し、地域全体でこれら指標の改善に向けた取組を行うよう、

協議会を指導・監督していただきたい。 

  これらの点を踏まえ、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報

告していただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早期に指定

の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の指定が解除された後においても、事業環境が再び悪

化しないように、引き続き適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を実施する

よう、継続的に協議会を指導・監督していただきたい。 
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○国土交通省告示第 181 号（令和元年 6月 18 日） 

 

 

 

 

国 運 審 第 ４ 号 

令和元年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５００８号 

 

 

 平成３１年４月５日付け国自旅第３号をもって諮問された上記の事案について審

議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、富山交

通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき北陸信越運輸局長が定める営業区域

の「富山交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動

車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以

下同じ。）の指定の期限を、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの間延長

することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、富山交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タク

シー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該

地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反そ

の他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照

らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な

経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地

域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係

者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進すること

が特に必要であると認めて、平成２８年７月１日に、富山交通圏を平成２８年７月

１日から平成３１年６月３０日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、富山交通圏においては、協議会（法第８条第１項に規

定する協議会をいう。以下同じ。）で平成３０年１０月１１日に特定地域計画（法

第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づく

タクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めたところで

ある。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）まで（以下「指定基準」という。）のいずれかに該当しない場

合、又は日車営収が平成１３年度と比較して増加している場合には、取組の実施に

より事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の

年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 
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 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

上記を踏まえ、富山交通圏について、国土交通大臣は、指定を受けた３年後の年

度において集計される輸送実績等を踏まえ、取組の実施によって事業環境が改善し

たかどうかについてより確実に判断できる令和２年３月３１日まで、特定地域の指

定の期限を延長することを予定している。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  富山交通圏は、所管局によると、協議会において平成３０年１０月１１日に特定

地域計画が議決されているが、次のとおり指定基準に一部該当していない。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は２９．６％であり、平成１３年度と比較して２

４．５％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者車両数シェアが２５．８％と１／３未満であり、

指定基準に該当しない。 

 （３）人口が約４１万人の富山市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが５，８１７，２２６キロで、前年度と比較して

１．３％減少している。 

 （５）平成２９年度の日車営収が２８,８４２円で、平成１３年度と比較して１１.

２％減少している。 
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 （６）富山交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多様

な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年２月２２日

付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があっ

た。 

  以上、平成２９年度の輸送実績等では、指定基準（２）について該当しなかった。 

 

４．以上のように、富山交通圏については、平成２９年度の輸送実績等が指定基準に

一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、当該事業環境改善の兆

しが取組の実施によるものであると国土交通大臣がより確実に判断するため、指定

を受けた年度から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる令

和２年３月３１日まで、富山交通圏について特定地域の指定の期限を延長すること

は適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改善した

かどうかを判断するため、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの指定期限

の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環境の改善が継続されるよう、

国土交通大臣は、延長期間中における特定地域計画に基づく適正化及び需要喚起策も

含めた活性化の取組が確実に行われるよう、協議会を指導していただきたい。 
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国 運 審 第 ５ 号 

令和元年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５００９号 

 

 

 平成３１年４月５日付け国自旅第３号をもって諮問された上記の事案について審

議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、南多摩

交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき関東運輸局長が定める営業区域の

「南多摩交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動

車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以

下同じ。）の指定の期限を、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの間延長

することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、南多摩交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タ

クシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当

該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反

その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に

照らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全

な経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その

地域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関

係者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進するこ

とが特に必要であると認めて、平成２８年７月１日に、南多摩交通圏を平成２８年

７月１日から平成３１年６月３０日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、南多摩交通圏においては、協議会（法第８条第１項に

規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年３月２９日に特定地域計画（法

第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づく

タクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めたところで

ある。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）まで（以下「指定基準」という。）のいずれかに該当しない場

合、又は日車営収が平成１３年度と比較して増加している場合には、取組の実施に

より事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の

年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 
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 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

上記を踏まえ、南多摩交通圏について、国土交通大臣は、指定を受けた３年後の

年度において集計される輸送実績等を踏まえ、取組の実施によって事業環境が改善

したかどうかについてより確実に判断できる令和２年３月３１日までの間、特定地

域の指定の期限を延長することを予定している。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  南多摩交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年３月２９日に特定

地域計画が議決されているが、次のとおり指定基準に一部該当していない。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は３７．７％であり、平成１３年度と比較して１

７．０％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者の車両数シェアが４８．６％と１／３以上である

が、前年度と比較して９．５ポイントの増加にとどまっており、指定基準に該

当しない。 

 （３）人口が約５７万人の八王子市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが３４，１７５，３９８キロで、前年度と比較し

て１．３％減少している。 

 （５）平成２９年度の日車実車キロが９７．３キロで、平成１３年度と比較して１
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６.４％減少している。また南多摩交通圏における走行１００万キロ当たりの

事故発生件数の直近５年間の平均値は８．６６６件であり、全国における走行

１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年間の平均値の７．５９４件を

上回っている。 

 （６）南多摩交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多

様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年２月１５

日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があ

った。 

  以上、平成２９年度の輸送実績等では、指定基準（２）について該当しなかった。 

 

４．以上のように、南多摩交通圏については、平成２９年度の輸送実績等が指定基準

に一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、当該事業環境改善の

兆しが取組の実施によるものであると国土交通大臣がより確実に判断するため、指

定を受けた年度から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる

令和２年３月３１日まで、南多摩交通圏について特定地域の指定の期限を延長する

ことは適当であると認める。  



 

 

- 52 - 
 

要 望 事 項 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改善した

かどうかを判断するため、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの指定期限

の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環境の改善が継続されるよう、

国土交通大臣は、延長期間中における特定地域計画に基づく適正化及び需要喚起策も

含めた活性化の取組が確実に行われるよう、協議会を指導していただきたい。 
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国 運 審 第 ６ 号 

令和元年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５０１０号 

 

 

 平成３１年４月５日付け国自旅第３号をもって諮問された上記の事案について審

議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、京葉交

通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき関東運輸局長が定める営業区域の

「京葉交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車

運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以下

同じ。）の指定の期限を、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの間延長す

ることは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、京葉交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タク

シー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該

地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反そ

の他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照

らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な

経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地

域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係

者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進すること

が特に必要であると認めて、平成２８年７月１日に、京葉交通圏を平成２８年７月

１日から平成３１年６月３０日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、京葉交通圏においては、協議会（法第８条第１項に規

定する協議会をいう。以下同じ。）で平成３０年２月７日に特定地域計画（法第８

条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づくタク

シー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めたところである。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）まで（以下「指定基準」という。）のいずれかに該当しない場

合、又は日車営収が平成１３年度と比較して増加している場合には、取組の実施に

より事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の

年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 
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① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

  上記を踏まえ、京葉交通圏について、国土交通大臣は、指定を受けた３年後の年

度において集計される輸送実績等を踏まえ、取組の実施によって事業環境が改善し

たかどうかについてより確実に判断できる令和２年３月３１日までの間、特定地域

の指定の期限を延長することを予定している。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  京葉交通圏は、所管局によると、協議会において平成３０年２月７日に特定地域

計画が議決されているが、次のとおり指定基準に一部該当していない。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は３４．９％であり、平成１３年度と比較して２

１．２％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者の車両数シェアが４０．３％と１／３以上である

が、前年度と比較して７．０ポイントの増加にとどまっており、指定基準に該

当しない。 

 （３）人口が約６３万人の船橋市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが３６，１２１，０６２キロで、前年度と比較し

て３．１％減少している。 

 （５）平成２９年度の日車実車キロが８９．２キロで、平成１３年度と比較して１

３.４％減少している。また京葉交通圏の走行１００万キロ当たりの事故発生
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件数の直近５年間の平均値は８．１０４件であり、全国における走行１００万

キロ当たりの事故発生件数の直近５年間の平均値の７．５９４件を上回って

いる。 

 （６）京葉交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多様

な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年２月１３日

付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があっ

た。 

  以上、平成２９年度の輸送実績等では、指定基準（２）について該当しなかった。 

 

４．以上のように、京葉交通圏については、平成２９年度の輸送実績等が指定基準に

一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、当該事業環境改善の兆

しが取組の実施によるものであると国土交通大臣がより確実に判断するため、指定

を受けた年度から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる令

和２年３月３１日まで、京葉交通圏について特定地域の指定の期限を延長すること

は適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改善した

かどうかを判断するため、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの指定期限

の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環境の改善が継続されるよう、

国土交通大臣は、延長期間中における特定地域計画に基づく適正化及び需要喚起策も

含めた活性化の取組が確実に行われるよう、協議会を指導していただきたい。 
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国 運 審 第 ７ 号 

令和元年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５０１１号 

 

 

 平成３１年４月５日付け国自旅第３号をもって諮問された上記の事案について審

議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、東葛交

通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき関東運輸局長が定める営業区域の

「東葛交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車

運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以下

同じ。）の指定の期限を、令和元年７月１日から令和４年６月３０日までの間延長す

ることは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、東葛交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タク

シー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該

地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反そ

の他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照

らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な

経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地

域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係

者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進すること

が特に必要であると認めて、平成２８年７月１日に、東葛交通圏を平成２８年７月

１日から平成３１年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、東葛交通圏においては、協議会（法第８条第１項に規

定する協議会をいう。以下同じ。）で平成３０年６月１２日に特定地域計画（法第

８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づくタ

クシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めたところであ

る。 

  ただ、東葛交通圏では現時点で、事業環境の改善が認められず、国土交通大臣は、

タクシー事業の適正化及び活性化の取組を今後も安定的に継続して実施すること

が必要であると考え、令和元年７月１日から令和４年６月３０日までの間、特定地

域の指定の期限を延長することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）まで（以下「指定基準」という。）のいずれにも該当する場合

に、更に３年を超えない範囲で期間を定めて指定を延長することとしている。ただ

し、日車営収が平成１３年度と比較して増加している営業区域については指定を延
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長しないこととしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  東葛交通圏は、所管局によると、協議会において平成３０年６月１２日に特定地

域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基準】のいずれにも

該当している。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は３３．０％であり、平成１３年度と比較して２

１．７％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者車両数シェアが５４．０％と１／２以上である。 

 （３）人口が約４８万人の松戸市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが２３，７６７，２２７キロであり前年度と比較

して１．９％減少している。 

 （５）平成２９年度の日車実車キロが８５．３キロであり、平成１３年度と比較し

て１１．２％減少している。 

 （６）東葛交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多様
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な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年２月１３日

付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があっ

た。 

また、平成２９年度の日車営収は３５，９５９円であり、平成１３年度と比較し

て１．６％減少している。 

 

４．以上のように、東葛交通圏については、現時点で事業環境の改善が認められず、

また、特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組を実施し始めたところである

ので、早期の指定解除に向けて、今後も適正化及び活性化の取組を安定的に継続し

て実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が東葛交通圏について特定地域の指定の期限を延長する

ことは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

１．国土交通大臣は、今回指定の期限を延長した特定地域において、早期の指定解除

が実現できるよう、タクシーに係る各種指標等の改善状況を把握するとともに、事

業環境の改善に向け、特定地域計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化

の取組状況並びにそれに対する利用者の評価の把握に努め、こうした取組が滞って

いる場合には、協議会に対して指導・監督していただきたい。 

  また、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に、上記の取組状況等について

当審議会に報告するとともに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可

能な限り早期に指定の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的な措置で

あり、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を確実に実施していくことが求

められているとの認識を持ち続けるよう、協議会を指導していただきたい。 
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国 運 審 第 ８ 号 

令和元年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５０１２号 

 

 

 平成３１年４月５日付け国自旅第３号をもって諮問された上記の事案について審

議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、千葉交

通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき関東運輸局長が定める営業区域の

「千葉交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車

運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以下

同じ。）の指定の期限を、令和元年７月１日から令和４年６月３０日までの間延長す

ることは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、千葉交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タク

シー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該

地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反そ

の他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照

らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な

経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地

域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係

者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進すること

が特に必要であると認めて、平成２８年７月１日に、千葉交通圏を平成２８年７月

１日から平成３１年６月３０日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、千葉交通圏においては、協議会（法第８条第１項に規

定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年１１月３０日に特定地域計画（法

第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づく

タクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めたところで

ある。 

  ただ、千葉交通圏では現時点で、事業環境の改善が認められず、国土交通大臣は、

タクシー事業の適正化及び活性化の取組を今後も安定的に継続して実施すること

が必要であると考え、令和元年７月１日から令和４年６月３０日までの間、特定地

域の指定の期限を延長することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）まで（以下「指定基準」という。）のいずれにも該当する場合

に、更に３年を超えない範囲で期間を定めて指定を延長することとしている。ただ

し、日車営収が平成１３年度と比較して増加している営業区域については指定を延



 

 

- 65 - 
 

長しないこととしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  千葉交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年１１月３０日に特定

地域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基準】のいずれに

も該当している。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は２５．８％であり、平成１３年度と比較して２

６．７％減少している。 

 （２）平成２９年度の赤字事業者車両数シェアが８２．１％と１／２以上である。 

 （３）人口が約９７万人の千葉市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが２０，６５２，２５９キロであり前年度と比較

して３．３％減少している。 

 （５）平成２９年度の日車実車キロが７３．５キロであり、平成１３年度と比較し

て１０．７％減少している。 

 （６）千葉交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多様
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な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年２月１３日

付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があっ

た。 

また、平成２９年度の日車営収は３０，３０２円であり、平成１３年度と比較し

て１．６％減少している。 

 

４．以上のように、千葉交通圏については、現時点で事業環境の改善が認められず、

また、特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組を実施し始めたところである

ので、早期の指定解除に向けて、今後も適正化及び活性化の取組を安定的に継続し

て実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が千葉交通圏について特定地域の指定の期限を延長する

ことは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

１．国土交通大臣は、今回指定の期限を延長した特定地域において、早期の指定解除

が実現できるよう、タクシーに係る各種指標等の改善状況を把握するとともに、事

業環境の改善に向け、特定地域計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化

の取組状況並びにそれに対する利用者の評価の把握に努め、こうした取組が滞って

いる場合には、協議会に対して指導・監督していただきたい。 

  また、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に、上記の取組状況等について

当審議会に報告するとともに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可

能な限り早期に指定の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的な措置で

あり、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を確実に実施していくことが求

められているとの認識を持ち続けるよう、協議会を指導していただきたい。 
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国 運 審 第 ９ 号 

令和元年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５０１３号 

 

 

 平成３１年４月５日付け国自旅第３号をもって諮問された上記の事案について審

議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、県南中

央交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき関東運輸局長が定める営業区域

の「県南中央交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客

自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をい

う。以下同じ。）の指定の期限を、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの

間延長することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、県南中央交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タ

クシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当

該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反

その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に

照らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全

な経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その

地域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関

係者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進するこ

とが特に必要であると認めて、平成２８年７月１日に、県南中央交通圏を平成２８

年７月１日から平成３１年６月３０日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、県南中央交通圏においては、協議会（法第８条第１項

に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年７月２１日に特定地域計画（法

第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づく

タクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めたところで

ある。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）まで（以下「指定基準」という。）のいずれかに該当しない場

合、又は日車営収が平成１３年度と比較して増加している場合には、取組の実施に

より事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の

年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 
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 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

  上記を踏まえ、県南中央交通圏について、国土交通大臣は、指定を受けた３年後

の年度において集計される輸送実績等を踏まえ、取組の実施によって事業環境が改

善したかどうかについてより確実に判断できる令和２年３月３１日までの間、特定

地域の指定の期限を延長することを予定している。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  県南中央交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年７月２１日に特

定地域計画が議決されているが、指定基準に該当するかどうか検討するまでもな

く、平成２９年度の日車営収が３４，１４７円で、平成１３年度と比較して１．５％

増加している。 

 

４．以上のように、県南中央交通圏については、平成２９年度の日車営収が平成１３

年度より増加しており、事業環境の改善の兆しが認められるものの、当該事業環境

改善の兆しが取組の実施によるものであると国土交通大臣がより確実に判断する

ため、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らか

になる令和２年３月３１日まで、県南中央交通圏について特定地域の指定の期限を

延長することは適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改善した

かどうかを判断するため、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの指定期限

の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環境の改善が継続されるよう、

国土交通大臣は、延長期間中における特定地域計画に基づく適正化及び需要喚起策も

含めた活性化の取組が確実に行われるよう、協議会を指導していただきたい。 
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国運審第１０号 

令和元年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５０１４号 

 

 

 平成３１年４月５日付け国自旅第３号をもって諮問された上記の事案について審

議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、宇都宮

交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき関東運輸局長が定める営業区域の

「宇都宮交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動

車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以

下同じ。）の指定の期限を、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの間延長

することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、宇都宮交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タ

クシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当

該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反

その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に

照らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全

な経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その

地域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関

係者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進するこ

とが特に必要であると認めて、平成２８年７月１日に、宇都宮交通圏を平成２８年

７月１日から平成３１年６月３０日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、宇都宮交通圏においては、協議会（法第８条第１項に

規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年９月２７日に特定地域計画（法

第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づく

タクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めたところで

ある。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）まで（以下「指定基準」という。）のいずれかに該当しない場

合、又は日車営収が平成１３年度と比較して増加している場合には、取組の実施に

より事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の

年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 
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 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

  上記を踏まえ、宇都宮交通圏について、国土交通大臣は、指定を受けた３年後の

年度において集計される輸送実績等を踏まえ、取組の実施によって事業環境が改善

したかどうかについてより確実に判断できる令和２年３月３１日までの間、特定地

域の指定の期限を延長することを予定している。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  宇都宮交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年９月２７日に特定

地域計画が議決されているが、次のとおり指定基準に一部該当していない。 

 （１）平成２９年度の実働実車率は２８．６％であり、平成１３年度と比較して３

１．９％減少している。 

（２）平成２９年度の赤字事業者の車両数シェアが６４．５％と１／２以上である。 

 （３）人口が約５１万人の宇都宮市を含む営業区域である。 

 （４）平成２９年度の総実車キロが１３，４３４，２６０キロで、前年度と比較し

て３．８％増加している。 

 （５）平成２９年度の日車営収が２８，５７５円で、平成１３年度と比較して１．

０％減少しており、平成２９年度の日車実車キロが７４．４キロで、平成１３

年度と比較して６．８％減少している。また、宇都宮交通圏の走行１００万キ
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ロ当たりの法令違反件数の直近５年間の平均値は０．０１１件であり、全国に

おける走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年間の平均値の０．

０５７３件を下回っている。さらに、宇都宮交通圏の走行１００万キロ当たり

の事故発生件数の直近５年間の平均値は７．４０６件であり、全国における走

行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年間の平均値の７．５９４件

を下回っている。 

 （６）宇都宮交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多

様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年２月２６

日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意する旨の報告があ

った。 

  以上、平成２９年度の輸送実績等では、指定基準（５）について該当しなかった。 

 

４．以上のように、宇都宮交通圏については、平成２９年度の輸送実績等が指定基準

に一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、当該事業環境改善の

兆しが取組の実施によるものであると国土交通大臣がより確実に判断するため、指

定を受けた年度から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる

令和２年３月３１日まで、宇都宮交通圏について特定地域の指定の期限を延長する

ことは適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改善した

かどうかを判断するため、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの指定期限

の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環境の改善が継続されるよう、

国土交通大臣は、延長期間中における特定地域計画に基づく適正化及び需要喚起策も

含めた活性化の取組が確実に行われるよう、協議会を指導していただきたい。 
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国運審第１１号 

令和元年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３１第５０１５号 

 

 

 平成３１年４月５日付け国自旅第３号をもって諮問された上記の事案について審

議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に基づき、久留米

市（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき九州運輸局長が定める営業区域の「久

留米市」をいう。以下同じ。）について、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車運送事

業に係る特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）

の指定の期限を、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの間延長することは

適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、久留米市における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タクシ

ー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該地

域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反その

他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照ら

して、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な経

営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地域

公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者

の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが

特に必要であると認めて、平成２８年７月１日に、久留米市を平成２８年７月１日

から平成３１年６月３０日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、久留米市においては、協議会（法第８条第１項に規定

する協議会をいう。以下同じ。）で平成３０年３月２８日に特定地域計画（法第８

条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、特定地域計画に基づくタク

シー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活性化に取り組み始めたところである。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第２項に基

づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決されており、かつ、

指定を受けた年度から２年後の年度において明らかになる輸送実績等に基づき、次

の（１）から（６）まで（以下「指定基準」という。）のいずれかに該当しない場

合、又は日車営収が平成１３年度と比較して増加している場合には、取組の実施に

より事業環境が改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の

年度において集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 
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① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

  上記を踏まえ、久留米市について、国土交通大臣は、指定を受けた３年後の年度

において集計される輸送実績等を踏まえ、取組の実施によって事業環境が改善した

かどうかについてより確実に判断できる令和２年３月３１日までの間、特定地域の

指定の期限を延長することを予定している。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおりである。なお、本

件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  久留米市は、所管局によると、協議会において平成３０年３月２８日に特定地域

計画が議決されているが、指定基準に該当するかどうか検討するまでもなく、平成

２９年度の日車営収が２１,６５９円で、平成１３年度と比較して６.８％増加して

いる。 

 

４．以上のように、久留米市については、平成２９年度の日車営収が平成１３年度よ

り増加しており、事業環境の改善の兆しが認められるものの、当該事業環境改善の

兆しが取組の実施によるものであると国土交通大臣がより確実に判断するため、指

定を受けた年度から３年後の年度において集計される輸送実績等が明らかになる

令和２年３月３１日まで、久留米市について特定地域の指定の期限を延長すること

は適当であると認める。  



 

 

- 80 - 
 

要 望 事 項 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改善した

かどうかを判断するため、令和元年７月１日から令和２年３月３１日までの指定期限

の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環境の改善が継続されるよう、

国土交通大臣は、延長期間中における特定地域計画に基づく適正化及び需要喚起策も

含めた活性化の取組が確実に行われるよう、協議会を指導していただきたい。
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○国土交通省告示第 182 号（令和元年 6月 18 日） 

 

 

 

 

国運審第１２号 

令和元年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定について 

 

 

平３１第５０１６号 

 

 

 平成３１年４月５日付け国自旅第３号をもって諮問された上記の事案について、当

審議会において審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第１項の規定に基づき、北摂交

通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき近畿運輸局長が定める営業区域の

「北摂交通圏」をいう。以下同じ。）を令和元年７月１日から令和４年６月３０日ま

での間、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域に指定することは適当である。 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、北摂交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タク

シー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であると認め、当該

地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収入の状況、法令の違反そ

の他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運行による事故の発生の状況に照

らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な

経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地

域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係

者の自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進すること

が特に必要であると認めて、北摂交通圏を令和元年７月１日から令和４年６月３０

日までの間、特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地域をいう。以下

同じ。）として指定することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、直近年度末現在のタクシー事業に係る事業用自動車（以下「タ

クシー車両」という。）の台数が適正車両数の上限値を上回っている準特定地域（法

第３条の２第１項の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）のうち、次の

（１）から（６）まで（以下「指定基準」という。）のいずれにも該当する営業区

域について、３年を超えない範囲で期間を定めて特定地域として指定することとし

ている。ただし、日車営収が平成１３年度と比較して増加している営業区域につい

ては指定しないものとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、タク

シー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該営業区域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事業者車

両数シェア」という。）が１／２以上であること。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 
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 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減少して

いること。 

  ② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

  ③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近

５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会（法第８条第１項に規定する協議会をいう。以

下同じ。）の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議に当たり、当審議会に提出された資料及び所管局から

聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は、次のとおりである。なお、

本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  北摂交通圏は、所管局によると、平成２９年度末のタクシー車両の台数の合計が

７１３両で適正車両数の上限である６１４両を上回っている準特定地域であり、次

のとおり上記２．の【指定基準】のいずれにも該当している。 

（１） 平成２９年度の実働実車率は３６．９％であり、平成１３年度と比較して

１６．０％減少している。 

（２） 平成２９年度の赤字事業者車両数シェアが５８．５％と１／２以上である。 

（３） 人口が約３５万人の高槻市を含む営業区域である。 

（４） 平成２９年度の総実車キロが１７，９４３，４３１キロであり、前年度と

比較して１．７％の減少となっている。 

（５） 平成２９年度の日車営収が３１，６５７円であり、平成１３年度と比較し

て２５．５％減少している。また、走行１００万キロ当たりの事故発生件数

の直近５年間の平均値が１０．４１０件であり、全国における走行１００

万キロ当たりの事故発生件数の直近５年間の平均値７．５９４件を上回っ

ている。 

（６） 北摂交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域の多

様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、本年１月２

２日付けで同協議会より特定地域の指定に同意する旨の報告があった。 

 

４．以上の状況に鑑みると、北摂交通圏については、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安全及び利

用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機能を十分に発揮す
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ることが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な取組を中心としてタクシー

事業の適正化及び活性化を推進することが特に必要であると認められる。このた

め、国土交通大臣が北摂交通圏を特定地域として指定することは適当であると認め

る。  
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要 望 事 項 

 

 

１．国土交通大臣は、特定地域計画等が速やかに作成されるよう協議会の円滑な運営

のために必要な支援を適時適切に行うとともに、今回の特定地域の指定がタクシー

事業の適正化及び活性化にとってより効果的な措置となるよう、安全性や利用者利

便を向上させるための環境整備に努めつつ、タクシー業界及び事業者に対し、次の

指導・監督を徹底していただきたい。 

（１）利用者が安全・安心・信頼してタクシーを利用できるよう、運行管理を徹底し、

運転者に対する安全・サービスに係る教育を更に充実させるとともに、安全・労

働関係法令の遵守を徹底すること。 

（２）事業者が自らの責任において利用者である地域住民に愛されるタクシーとなる

ことに努めるとともに、地元自治体や地域住民に身近な団体等の協力を得つつ、

観光、ビジネス、高齢者福祉、育児支援などの各種ニーズにつながる有効な需要

拡大措置の策定と実施に関係者と一体となって努力すること。 

 

２．国土交通大臣は、今回指定した特定地域におけるタクシーに係る各種指標等の改

善状況を定期的に把握するとともに、タクシー事業の適正化及び活性化に係る業界

の取組状況とそれに対する利用者の評価の把握に努め、必要に応じて当審議会に報

告していただきたい。 

また、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早期に指定の

解除を行うよう努められたい。 
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Ⅳ 説明聴取事案 

 

○鉄・軌道 

認定月日 申 請 者 事 案 の 内 容 

２月７日 
大阪高速鉄道 

株式会社 

大阪モノレールの延伸（門真南～瓜生堂（仮称）

駅間）に係る軌道事業の特許申請 

 

 

Ⅴ 部会 
  

○運輸安全確保部会 

審議月日 開 催 場 所 事 案 の 内 容 

３月１９日 
中央合同庁舎２号館 

低層棟共用会議室２Ａ 

運輸安全マネジメント制度の実績及び効果並

びに運輸審議会答申を踏まえた取組について 

 

（備考）運輸審議会本審議会・運輸安全確保部会合同会議として開催 

 

 

Ⅵ 過去の答申に基づくフォローアップ 
 

○鉄・軌道 

審議月日 事 案 の 内 容 対 象 答 申 説明者 

４月１６日 
芳賀・宇都宮ＬＲＴ事業
の取組状況について 

宇都宮市、芳賀町及び宇都宮ライ

トレール株式会社からの軌道運送

高度化実施計画の認定申請につい

て 

（平成２８年９月８日答申） 

宇都宮市 
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Ⅶ 報告聴取 
 

月 日 事  案  の  内  容 説 明 部 局 

1 月 15 日 平成 30 年の審議状況について 運輸審議会審理室 

1 月 22 日 平成 31 年度鉄道局予算概要について 鉄 道 局 

1 月 29 日 平成 31 年度自動車局予算概要について 自 動 車 局 

1 月 31 日 平成 31 年度航空局予算概要について 航 空 局 

2 月 05 日 貨物自動車運送事業法の改正について 自 動 車 局 

2 月 07 日 平成 31 年海上保安庁予算概要について 海 上 保 安 庁 

2 月 12 日 平成 31 年度総合政策局予算概要について 総 合 政 策 局 

2 月 14 日 平成 31 年度海事局予算概要について 海 事 局 

2 月 19 日 平成 31 年度港湾局予算・税制概要について 港 湾 局 

2 月 21 日 平成 31 年度気象庁関係予算概要について 気 象 庁 

2 月 26 日 平成 31 年度北海道局関係予算概要について 北 海 道 局 

2 月 28 日 平成 31 年度観光庁関係予算概要について 観 光 庁 

3 月 07 日 平成 31 年度国土交通省税制改正（運輸関係）について 総 合 政 策 局 

3 月 14 日 航空法改正案について 航 空 局 

3 月 26 日 道路運送車両法の一部を改正する法律案について 自 動 車 局 

4 月 02 日 平成 31 年度道路局予算概要について 道 路 局 

4 月 04 日 消費税率改正に伴う公共交通事業の運賃等の改定について 総 合 政 策 局 

4 月 18 日 船舶油濁損害賠償法の一部を改正する法律案について 海 事 局 

4 月 23 日 ＩＣＴを活用した歩行者移動支援の推進について 総 合 政 策 局 

4 月 25 日 運賃の基準コスト・適正コストについて 鉄 道 局 

5 月 09 日 ＡＩターミナル政策について 港 湾 局 

5 月 14 日 国土交通省におけるワークスタイル改革の取組 大 臣 官 房 

5 月 28 日 アイヌ施策推進法について 内 閣 官 房 

5 月 30 日 

奄美群島振興開発特別措置法及び小笠原諸島振興開発特

措置法の一部を改正する法律並びに独立行政法人奄美群

島振興開発基金の概要について 

国 土 政 策 局 

6 月 06 日 消費税率引き上げに伴う旅客鉄道運賃改定について 鉄 道 局 

6 月 13 日 ＪＲ北海道グループ長期経営ビジョン等について 鉄 道 局 

6 月 18 日 消費税率引き上げに伴う乗合バス運賃改定について 自 動 車 局 
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Ⅷ 委員の構成等 
 

○委員 

令和元年 6 月 30 日現在の運輸審議会委員は、次のとおりである。 

 

区                          分 氏 名       

会 長 原 田 尚 志 

会 長 の 職 務 を 代 理 す る 常 勤 の 委 員 牧 満 

委 員（非 常 勤） 河 野 康 子 

委 員（非 常 勤） 根 本 敏 則 

委 員（非 常 勤） 山 田 攝 子 

委 員（非 常 勤） 和 田 貴 志 

      （備考） 

    1．委員の任命（再任） 原田 尚志 委員（平成 31 年 2 月 27 日付け） 

        2．運輸審議会会長の任期満了・再任に伴い、平成 31 年 2 月 28 日に国土交通省設置法

第 17 条第 1 項及び第 3 項の規定に基づき、会長及び会長の職務を代理する常勤の委

員の互選を行い、会長に原田尚志、会長を代理する常勤委員に牧満を選出した。 

 

○運輸安全確保部会に属する委員及び専門委員 

令和元年 6 月 30 日現在の運輸安全確保部会に属する委員及び専門委員は、次のとおりである。 

 

区                          分 氏 名       

部 会 長 牧 満 

部 会 長 の 職 務 を 代 理 す る 委 員 山 田 攝 子 

委 員 和 田 貴 志 

専 門 委 員 井 川 勇 喜 夫 

専 門 委 員 稲 葉 緑 

専 門 委 員 井 料 美 帆 

専 門 委 員 小 松 原 明 哲 

専 門 委 員 酒 井 ゆ き え 

専 門 委 員 佐 々 木 司 

専 門 委 員 渡 辺 研 司 

 

○事案処理職員 

令和元年 6 月 30 日現在の事案処理職員は、次のとおりである。 

 

官                          職 氏 名       

総合政策局 次長（運輸審議会審理室長） 山 上 範 芳 

総合政策局 運輸審議会審理室 調査官 中 野 晶 子 

総合政策局 運輸審議会審理室 専門官 北 村 隆 幸 

総合政策局 運輸審議会審理室 係員 塚 田 裕 介 
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